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研究要旨 

東日本大震災の津波被災者の震災後 5年にわたる血圧変動について検討することを本研究の目

的とした。東日本大震災で甚大な被害を受けた岩手県太平洋沿岸の一般住民で、発災前年の 2010

年から発災後 5 年目にあたる 2015 年まで、6 年連続して健康診断に参加して収縮期血圧、拡張

期血圧を測定した 2403 名を本研究の対象とした。対象者を被災直後の住居移動の有無で 2 群に

分けて検討した。また、対象者のうち調査したいずれの時点でも降圧薬を服用していなかった

1257 名を降圧薬非服用群として同様の解析を実施した。 

全対象者の多変量調整した推定収縮期血圧値は住居移動有群（2010 年：129.2mmHg、2015 年：

124.4mmHg）、住居移動無群（2010 年 129.8mmHg、2015 年：126.3mmHg）とも経時的に低下した。

住居移動有群は無群と比較し、震災前には有意差がなかったが、震災後は 5年目まで連続して有

意に低かった。推定拡張期血圧値は住居移動有群（2010 年：73.4mmHg、2015 年：73.3mmHg）、住

居移動無群（2010 年 73.8mmHg、2015 年：73.6mmHg）とも震災前と震災 5年目で有意差がなく、2

群間比較でどの年度でも有意差を認めない。降圧薬非服用群の多変量調整した推定収縮期血圧値

は住居移動有群（2010 年：122.0mmHg、2015 年：121.9mmHg）、住居移動無群（2010 年 122.1mmHg、

2015 年：123.3mmHg）とも震災前と震災 5 年目で有意差はなかった。しかし、住居移動有群は無

群に比較し、震災 2年目と 3年目が有意に低かった。推定拡張期血圧値は住居移動有群（2010 年：

70.6mmHg、2015 年：72.7mmHg）、住居移動無群（2010 年 70.9mmHg、2015 年：73.1mmHg）とも震

災前に比較し、震災 5 年目で上昇している。2 群間比較でどの年度でも有意差を認めない。東日

本大震災の津波被災者の収縮期血圧値は震災後中長期で低下した。被災者に対する適切な降圧療

法の普及と健康保持増進活動の活性化が、被災者の血圧低下に影響した可能性が考えられる。 

 

 

Ａ．研究目的 

これまで、災害直後に一過性に血圧が上昇

することが報告されている。しかし、震災が

被災地の一般住民の血圧の中長期的な変動に

及ぼす影響については検討されていない。そ

こで本研究では、岩手県の東日本大震災の津

波被災者を被災の程度で分けて、震災後 5年

にわたる血圧変動を比較検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

東日本大震災で甚大な被害を受けた岩手県

大槌町、陸前高田市、山田町、釜石市平田地

区の一般住民で、発災前年の 2010 年から発災

後 5年目にあたる 2015 年まで、6年連続して

健康診断に参加して収縮期血圧、拡張期血圧

を測定し、研究参加に同意を得た 2403 名を本

研究の対象とした。参加者は健康診断時に身

体計測、心電図、血圧、基本的な血液生化学
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検査を受け、加えて家族歴、自覚症状、喫煙、

飲酒、運動などの生活習慣、服薬状況を含む

病歴を確認した。対象者を被災直後の住居移

動の有無で 2群に分け、住居移動有を震災被

害の大きい群、住居移動無を震災被害が小さ

かったコントロール群とし、2群間の血圧変

動の差を調べるために 2レベル固定効果マル

チレベル解析を実施した。また、対象者のう

ち調査したいずれの時点でも降圧薬を服用し

ていなかった 1257 名を降圧薬非服用群とし

て同様の解析を実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では、被災者の個人情報を含むデー

タを扱う。研究のプロトコールは岩手医科大

学の倫理委員会の承認を得ている。 

本調査によって得られた個人情報は、岩手

医科大学衛生学公衆衛生学講座の常時電子施

錠しているデータ管理室と被災者健診のため

に新たに設置した情報管理室に厳重に管理し

ている。データ管理室と情報管理室は許可さ

れた者以外の出入りが禁止されている。出入

りは ID カードによって施錠管理されている。

電子化された情報は情報管理室のネットワー

クに接続されていないパソコンで管理されて

いる。解析には個人情報を削除したデータセ

ットを用いた。 

 

Ｃ．研究結果 

全対象者の背景因子 

全対象者のベースライン（震災前の 2010

年）の背景因子を表 1A に示す。震災時住居

移動有群で脂質異常症と運動の割合が多かっ

たが、その他の因子は震災時住居移動有群と

無群で有意差を認めなかった。 

全対象者の背景因子の年度推移を表 1B に

示す。住居移動有群と無群ともに高血圧の割

合ならびに降圧療法を受けている割合は震災

後増加しており、降圧療法を受けている割合

の増加率のほうが高血圧の割合の増加率より

大きい。住居移動有群と無群ともに糖尿病、

脂質異常症、運動の割合が震災 1 年目で減少

し、その後増加した。住居移動有群と無群と

もに糖尿病と脂質異常症の薬物療法を受けて

いる割合は震災後増加している。住居移動有

群と無群ともに喫煙者の割合は震災後減少し

ている。震災時住居移動有群で震災 1 年目に

不眠を訴える人の割合が増加した。 

 

降圧薬非服用群の背景因子  

降圧薬非服用群のベースライン（2010 年）

の背景因子を表 2A に示す。背景因子は震災

時住居移動有群と無群で有意差を認めなかっ

た。 

降圧薬非服用群の背景因子の年度推移を表

2B に示す。高血圧の割合は震災時住居移動

無群では震災後増加しているが、震災時住居

移動有群では明らかな増加を認めなかった。

住居移動有群と無群ともに糖尿病ならびに薬

物療法を受けている割合、脂質異常症ならび

に薬物療法を受けている割合は震災後増加し

ている。住居移動有群と無群ともに喫煙者の

割合は震災後減少している。震災時住居移動

有群で震災 1 年目に不眠を訴える人の割合が

増加した。  

 

全対象者の多変量調整した平均推定血圧値

の変動 

全対象者の多変量調整した平均推定血圧値

の変動を図 2 と表 3 に示す。収縮期血圧は震

災時住居移動有群も無群も震災後経時的に低

下している（表 3）。さらに、震災時住居移動

有群は無群に比べ、震災前には収縮期血圧値

に有意差がなかったものの、震災 1年目から

有意に低く、その状況が震災 5年目まで継続

している。しかし、住居移動の有無と年度の

交互作用は有意ではなかった（P=0.262）（図

2）。拡張期血圧は震災時住居移動有群も無群

も震災 1年目で上昇しているが、震災 5年目

では震災前と有意差を認めない（表 3）。また
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拡張期血圧は震災時住居移動有群と無群を比

べどの年度でも有意差を認めない。住居移動

の有無と年度の交互作用も有意ではなかった

（P=0.932）（図 2）。 

 

降圧薬非服用群の多変量調整した平均推定

血圧値の変動 

降圧薬非服用群の多変量調整した平均推定

血圧値の変動を図 3 と表 4 に示す。収縮期血

圧は震災時住居移動有群も無群も震災前と比

較し有意な変動をしてない（表 4）。しかし、

震災時住居移動有群は無群に比べ、震災前に

は収縮期血圧値に有意差がなかったものの、

震災 2年目と 3年目が有意に低かった。しか

し、住居移動の有無と年度の交互作用は有意

ではなかった（P=0.462）（図 3）。拡張期血圧

は震災時住居移動無群では震災 1年目で上昇

し、震災 5年目まで上昇傾向が続いている。

震災時住居移動有群は震災 1年目で上昇し、2

年目、3年目で一旦震災前のレベルに戻った

が、4年目以降再び上昇した（表 4）。また拡

張期血圧は震災時住居移動有群と無群を比べ

どの年度でも有意差を認めない。住居移動の

有無と年度の交互作用も有意ではなかった

（P=0.248）（図 3）。 

 

Ｄ．考察 

本研究では全対象者の多変量調整した平均

推定収縮期血圧値は震災後 5年にわたって低

下していた。さらに、震災被害が大きかった

住居移動有群は住居移動無群に比較して収縮

期血圧の変化のパターンが異なるとは言えな

いが、移動有群の方が収縮期血圧値の低下の

程度が大きい傾向があった。本研究の対象地

域では、震災後に地域全体として血圧管理が

改善したと考えられる。本研究の対象地域で

ある岩手県の津波被災地は、震災前から医療

過疎が重大な問題となっていた地域であり、

必要な医療が十分に行われていなかった可能

性が考えられる。しかし、震災後国内外から

被災地に対して様々な人的金銭的な支援が行

われた。これらの支援により被災地の医療環

境が被災後改善し、降圧療法が必要な被災者

に対して被災後適切に降圧療法が行われるよ

うになったため、収縮期血圧値が低下したと

考えられる。さらに、被災地では支援をもと

に健康保持増進活動を活性化させた。これら

の活動を通して高リスクな被災者に生活環境

改善の介入が行われたことで、被害の大きか

った住居移動有群のほうが被害の小さかった

住居移動無群より収縮期血圧値の低下が大き

かったと考えられた。本研究の結果から、被

災地に対して健康保持増進活動による介入を

中長期に続けることにより、被災者の中長期

の心血管イベントを抑制できる可能性が示唆

されると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

東日本大震災の津波被災者の収縮期血圧値

は震災後中長期で低下した。これは、血圧上

昇が想定される状況下にもかかわらず、震災

後に国内外から人的金銭的に多大な支援をい

ただいたことで適切な降圧療法を普及できた

ことのみならず、特に被害が大きかった被災

者を重点的に被災者に対する健康保持増進に

関わる活動を活性化できたことが、被災者の

血圧低下に影響した可能性が考えられる。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 
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２．学会発表 

高橋智弘、中村元行、田中文隆、坂田清美、

丹野高三、米倉佑貴、小林誠一郎 

Five years effect of the Great East Japan 

Earthquake and Tsunami on the blood 

pressure of Tsunami survivors in Iwate. 

第 81 回日本循環器学会. 2017 年 3 月. 金沢

市 
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Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

特になし 

２．実用新案登録 

特になし 

３．その他 

特になし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．対象者選択過程 



 

表 1A．全対象者の

 

 

 

表 1B．全対象者の背景因子の推移（
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N=2,403） 

N=2,403） 

 

 



 

表 2A．降圧薬非服用群の

 

 

 

表 2B．降圧薬非服用群の背景因子の推移（
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年の背景因子（N=1,257

降圧薬非服用群の背景因子の推移（N=1,257）

N=1,257） 

 

 

 



 

図 2．全対象者の多変量調整した平均推定血圧値の変動（

 

 

 

表 3．全対象者の多変量調整した平均推定血圧値の変動（
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全対象者の多変量調整した平均推定血圧値の変動（

全対象者の多変量調整した平均推定血圧値の変動（

全対象者の多変量調整した平均推定血圧値の変動（N=2,403

全対象者の多変量調整した平均推定血圧値の変動（N=2,403

N=2,403） 

N=2,403） 

 

 

 



 

図 3．降圧薬非服用群の多変量調整した平均推定血圧値の変動（

 

 

 

表 4．降圧薬非服用群の多変量調整した平均推定血圧値の変動（
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降圧薬非服用群の多変量調整した平均推定血圧値の変動（

降圧薬非服用群の多変量調整した平均推定血圧値の変動（

降圧薬非服用群の多変量調整した平均推定血圧値の変動（N=1,257

降圧薬非服用群の多変量調整した平均推定血圧値の変動（N=1,257

N=1,257） 

N=1,257） 

 

 

 


